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8 プロセスセーフティ 

8.1 HSE マネジメントシステムとプロセスセーフティマネジメント 

8.1.1 はじめに 

企業による事業活動に係る全ての人の健康と安全、および地域（広くは地球のエコシ

ステム）との共存が、事業継続に必要不可欠であるとの認識の基、Health, Safety and 

Environment (HSE)は発展を遂げてきた。火災爆発などの大規模な事故は、一度起きる

と多くの人を巻き込み、環境にも多大なる影響を及ぼす HSE事象である。重大事故の

例を図 8-1-1に示す。海外の石油ガス産業界では、複数人の死傷者が発生しうるような

大規模な事故を「重大事故 (Major Accident Event)」として定め、そのリスク管理手法

をプロセスセーフティマネジメントと呼んでいる。国によっては、定めた量を超す危険

物を保有している設備を、重大危険設備 (Major Hazard Facility)と位置づけ、プロセス

セーフティへの対応を義務付けている場合もある。 

 

  

左：1988年 Piper Alpha（英国）、石油ガス洋上設備、死者 167名 

（出典）Wikipedia https://en.wikipedia.org/wiki/Piper_Alpha 

右：2010年 Deepwater Horizon（米国）石油ガス洋上設備、死者 11名、大規模な環境汚染 [1] 

図 8-1-1 重大事故の例 

 

 「プロセス」という言葉は、石油業界、化学業界、その他製造業界などにおいては、

製造工程（過程）を示す言葉として用いられている。狭義の意味でのプロセスセーフテ

ィは、石油ガス生産設備、製油所、化学プラントなどにおける火災爆発、毒ガスの放出

などの重大事故に焦点を当てたものである。しかし、HSEの延長線上で進化している広

義の意味でのプロセスセーフティは、施設や事象を限定せず、重大事故の発生防止、影

響緩和に焦点を当てたものとなりつつある。例えば、石油ガス業界では、洋上施設にお

ける構造健全性の喪失（沈没）も重大事故として、プロセスセーフティの事象として扱

っている。本テキストでは、広義の意味でのプロセスセーフティを説明する。 

 

重大事故が起きる度に、その教訓をもとに、プロセスセーフティは進化を遂げてい

https://en.wikipedia.org/wiki/Piper_Alpha
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る。国際的な一つの大きな潮流が以下の 3点を原則とするアプローチである。 

• オペレータによる「オーナーシップ」 

（リスクを生み出している事業者がリスクをコントロールする。） 

• リスクベース 

（安全操業は、ルールを守るだけではなく、目標を立て、達成することによっ

て、実現される (Goal Setting Approachとも呼ばれる)。） 

• リスクは As Low As Reasonably Practicable（ALARP）合理的に達成可能な

限り低く 

（全リスクは、許容できる限界より低く、かつ合理的に達成可能な限り低い状

態であるべき。「8.2.2キーワード」にて ALARPについて説明している。） 

本章では、ALARPと組み合わせたリスクベースのアプローチ（以降、「リスクベース

のアプローチ」と呼ぶ）と International Organization for Standardization（ISO）等

で広く使用されているマネジメントシステムという切口で、プロセスセーフティを説明

する。 

 

コラム 日本国内の視点からみたプロセスセーフティの有効性 

石油ガス業界（特に上流）の人員数は、開発計画に左右されるため、大きく波を打つ傾

向がある（図コラム-1参照）。さらに、日本では、団塊世代のリタイヤ等の影響もあ

る。世代ごとの人員数が異なる場合、人から人への作業を通じた技術継承が難しくなる

こともある。また、設備の老朽化も懸念材料である（図コラム-2参照）。さらに、昨今

のコロナ禍による収益の激減は、老朽化設備のリニューアルを遅延させる可能性もあ

る。他にも要因はあると考えられるが、図コラム-3を見ると、国内でのプロセスセーフ

ティ関連事象数は増加傾向である。 

また、日本の人口密度は、全世界で上位（24位、Wikipediaより）にある。これは一般

的に、人とハザードの距離が近くなる要因となる。そのため、今まで起きたことのない

レベルの重大事故が起きた場合、その影響は大きなものとなる可能性が高い。 

日本では、「プロセスセーフティ」という言葉が無くとも、あらゆる側面で重大事故を

防ぐ工夫がなされてきた。この、あらゆる側面を「プロセスセーフティ」という言葉で

一元的に扱い、「マネジメントシステム」として、熟練者の知識・経験、老朽化設備の

管理に対する検討結果を図書・ルールに落とし込むことは、次の世代による安全操業の

継続に有効である。 
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出典）Oilfield review Spring 2013: 25, no.1, “Bridging the Talent Gap” 

PTPs: Petrochemical Professionals 

図コラム-1 石油ガス上流における世代ごとの人員数 

 

出典）消防庁特殊災害室 「石油コンビナート等特別防災区域の特定事業所における事故概要」（令和

元年中）https://www.soumu.go.jp/main_content/000689533.pdf 

図コラム-2 平成 27年からの 5年間における主原因別一般事故件数の推移 

 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000689533.pdf
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出典）消防庁特殊災害室 「石油コンビナート等特別防災区域の特定事業所における事故概要」（令和

元年中）https://www.soumu.go.jp/main_content/000689533.pdf 

図コラム-3 平成元年以降の一般事故発生件数（事故種別ごとの推移） 

 

 

 

8.1.2 リスクとは 

プロセスセーフティ、リスクベースのアプローチを考える上で最も重要なリスクとい

う言葉について、まず考えてみたい。 

リスクとは ISO31000(Risk Management Guidelines)[2]において、「リスク」を「目

標に対する不確かさの影響（effect of uncertainty on objectives）」と定義している。こ

の解釈は、自分が期待する結果から逸れることによって生じる影響の度合いと発生頻度

がリスクであるともいえる。広義のリスク管理は、悪いことが起きることによる影響度

と発生頻度を最小限に抑え、良いことが起こることによる効果と発生頻度を最大限に

し、事業活動を盤石にすることとも言える。 

HSE、およびプロセスセーフティでのリスク管理は、主として悪いことが起きること

による影響度を最小限に抑えることをリスク管理と考えている。この章にて、「ハザー

ド」とは、人や環境に害を及ぼす可能性のあるもの、「影響」とは、ハザードが制御を

失い、人、環境、資産、世評へ作用を及ぼすこととする。「ハザード」と「影響」の例

https://www.soumu.go.jp/main_content/000689533.pdf
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を図 8-1-2と図 8-1-3に示す。 

   

 

 

 

炭化水素 動いている車 回転機器 

   

動いている重機 高所にある物 化学物質 高所にいる人 

図 8-1-2 ハザードの例 

 

   

火災 爆発 毒ガス 

   

怪我・死亡 環境汚染 悪い報道 

図 8-1-3 影響の例 

 

実際に、工学的設備を操業する際、この「リスク」という言葉は、より複雑になる。

日本の労働安全衛生法では、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場にお

ける労働者の安全と健康を確保することが要求されている。個々の職場で、安全文化を

築く上で、「ゼロ災（害）」というシンプルな思想が用いられることもある。個々人が事

故を起こさないと意識することは職場の安全性向上に大きく寄与し、重要な共有すべき

思想である。 

このように法的要求と日々向上する安全への意識をもってしても、労働災害のニュー

スを耳にすることがある。なぜだろうか。もちろん、組織によって、安全への意識に差

があることも理由にあるだろう。だが最も根本的なところに立ち返ると、事業を遂行す

る上で、「ハザード」を完全に排除することが不可能だからである。ハザードを全て取

り除き、リスクをゼロにするということは、多くの場合、事業活動を止めることを意味
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する。石油ガス産業の場合、生産物の石油ガス自体が、火災爆発を引き起こしうるハザ

ードであるため、まさにハザード・リスクをゼロにした事業というのはあり得ない。 

他の産業、さらには日常生活においても、ハザードを全て取り除くことは難しい。極

端な例として、日常生活において、仕事のためオフィスに行くことを考えてみよう。ハ

ザードは、道路を歩くだけでも（高速で走る車、頭上からの落下物など）無数に存在す

る。一方、リスクを下げることだけを考えれば、家から出ないことにたどり着いてしま

うかもしれない。しかし、家に閉じこもることにより、健康上、経済上のリスクが上昇

する。このように、我々はハザードに取り囲まれながら生活しているとも言える。 

ここで、発想を転換しなければいけないことに気付く。それは、リスクはゼロにする

ものではなく、管理するものだ（注：可能な限り除去し、対策によりリスクを許容範囲

まで下げた後に）ということである。事業活動で考えれば、事業を取り巻くリスクを徹

底的に管理することで、積極的に事業に取り組み、利益を得る。日常生活でいえば、リ

スク管理を行いながら、積極的に色々な事に取り組むということになる。このように考

えるとリスク管理は、ネガティブなものではなく、むしろポジティブなものであると言

える。また、日本独自の言葉に「絶対安全」というものがあるが、ある特定のことをす

れば必ず安全と考えるこの思想に注意喚起を行うものもみられるようになった[3]。 

では、リスク管理は、どのようにしたら良いのか。図 8-1-4に、ISO31000における

リスク管理プロセスを示す。状況の把握からはじまり、リスクの特定（ハザードの特

定）、リスクの分析（リスクレベル、リスクの特徴、既存のリスク低減策など）、リスク

の評価（リスクの閾値と比較することによる追加アクションの検討など）、リスク対応

（リスク低減策の実施など）を行う。モニタリング、レビューを行い、管理プロセス全

体の有効性を検討する。この結果を用いて、同様のサイクルを回し続けることで、リス

クを管理し続け、管理プロセスの有効性を向上させていく。 

海外のプロセスセーフティ管理において、このリスク管理手法が採用され、強固な手

法となりつつある。海外のプロセスセーフティの具体的な管理手法を説明することで、

国内の石油ガス産業に留まらず、種々の洋上の工学的設備（洋上風力など）に益するこ

とを期待する。 

なお、本章で説明するプロセスセーフティは、国内の法規制とは異なるため、混同し

ないでほしい。あくまでも、海外での事例紹介として捉えてほしい。 
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ここでの「組織」とは、リスクと対峙している主体を指す。 

図 8-1-4 リスク管理プロセス [4] 

 

8.1.3 マネジメントシステムの基礎 

マネジメントシステムとは、方針・目標を立て、下図のように「APDCA」のサイクル

を回し続けることで、事業活動を改善し続けるものである。「APDCA」のAはAssessment

「実態把握」、Pは Plan（計画）、Dは Do（実施）、Cは Check（監視・測定・分析)、A

は Act（改善）を意味する。A（改善）の後、A（実態把握）を行い、サイクルとなる。 

 

「マネジメントシステム」という言葉は、広く用いられているため、以下に ISO での

一例とインターネットで公開されている定義を示す。 

例１）set of interrelated or interacting elements of an organization to establish 

policies and objectives and processes to achieve those objectives 

出典）ISO-45001 Occupational health and safety management systems — 

Requirements with guidance for use   

例２）経営者が立てた方針・目標を、どのようなやり方で達成するのか、誰がどのよ

うな役割分担で活動を行うのか、目標が達成できそうにない場合はどのようにして

挽回するのか、といった経営目標を達成するための活動の仕組みやルール 

出典）https://gtc.co.jp/iso/info/managementsystem.html 

Assessment
実態把握

Act
改善 Plan

計画

Do
実施

Check
監視・測定・分析

APDCAサイク
ルを通じた
継続的な改善
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例３）マネジメントシステムとはマネジメントのために結びつけられ、目的達成に向

けて一緒に機能する一連の要素の集合体 

出典）http://www.ms-jitsumu.com/sub24.html 

上記の定義の例の中で、重要な言葉は、「仕組みやルール」、「一連の要素の集合体」で

ある。マネジメントシステムでは、「組織」を仕組みやルールによって、一連の要素をあ

る方向に向かわせ目標を達成する。ここでは、各要素の役割を明確に定め、要素間での作

業の重複を避け、効率を最大化する。これは、特に大規模な組織、エネルギーの高いハザ

ードを扱う組織（石油ガス、原子力発電など）、高い信頼性を求められる組織（航空会社

など）に有効である。 

一方、小さな組織、または革新的なものを生み出す組織においては、目的を共有し、最

小限のルールで、各要素の自由な発想と要素間の自由な作用を尊重する「チーム」（本章

でのみ、この意味で使用）という考え方もある。我が国の操業現場は、海外と比較すると、

法的要求事項を遵守するとともに、この「チーム」という機能が重要な役割を果たしてい

る場合があるのではないか。熟練者から若手への技術の伝承、明確なボーダーラインを引

かず相互協力を主軸においた「チーム」という考えが操業・安全を支えている面もある。

長い歴史を持つ操業現場では、「チーム」としての強みを維持しつつ、マネジメントシス

テムによる「組織」の補強を行うという考え方もできるかもしれない。これは、団塊の世

代などの熟年層が職場から一気に離れゆく中で、有効な補強策となりうる。また、新しい

技術・設備を扱う操業現場では、マネジメントシステムを主軸にした組織とすることで、

機械的かつ効率的に、操業・安全性の確保を行うことができる。海外での ISO の監査員

（Auditor）トレーニングでは、新しく事業を始める際、マネジメントシステムと組織（部

署の構成）、どちらを先に構築するかという議論をさせる程である。 

マネジメントシステムという考え方も、リスク管理同様に、大きな汎用性を持っている。

石油ガス産業のHSEマネジメントシステムは、プロセスセーフティを含め、強固に築き

あげられてきた。こちらも、種々の洋上の工学的設備（洋上風力など）に益することを期

待する。 

 

8.1.4 HSE マネジメントシステム 

事業会社における HSEマネジメントシステムとは、①必要な HSE 関連文書（規

則、要領、指針等）の作成、②HSE 組織の整備、③HSE 教育訓練、④定期的なHSE 

監査やHSEレビューの実施、および各種のHSEコミュニケーション活動を中心に、

APDCA サイクルを意識し、HSE の継続的改善を行うものである。 

マネジメントシステムにおける仕組み・ルールは全て図書（①）に記載される。図 8-

1-5に事業会社におけるHSEの図書体系の一例を示す。次に、各組織における役割・責

任やHSE専属の組織の追加など、ルール通りに各要素が動くための組織作りを行う

（②）。ルールの順守を確立するためには、なぜルールがあるのかという背景を理解す
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るための教育（③）とルール通りに作業するための訓練（③）が必須である。これらの

後、第三者による定期的なルール順守の状況確認（④）を行う。この確認作業にて、固

有の改善が必要となる場合もあれば、ルールの改善①に立ち戻るケースもある。また、

実際に事故が起きた場合は、①から④の全ての過程で、不備もしくは改善事項がないか

確認する。 

図 8-1-6に一事業会社におけるHSEマネジメントシステムの構成要素を示す。マネ

ジメントシステムとは組織の経営者が目標を達成する手段であるため、リーダーシップ

（四つの原則の一つ）は、HSEマネジメントシステムにおいても、原点となる。これが

ないとルールは形骸化し、いつしか守られなくなる。要素 3は、組織作りと各要素に求

める役割を明確にし、その役割を果たすために求められる能力を定めるものである。能

力を評価し、不足している能力は、教育・訓練で補う。要素 5の「リスクの評価と制

御」とは、HSEリスクを全て洗い出し、全てのリスクを合理的に達成可能な限り低減す

るものである。 

 

 

図 8-1-5 HSEマネジメントシステムの図書体系例 [5] 
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図 8-1-6 HSEマネジメントシステムの構成図例 [4][6] 
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8.1.5 ハザードに対するバリアの特定と情報の整理 

「8.1.2リスクとは」で、「ハザード」と「影響」について説明した。事業を遂行する

上でHSE上のハザードを網羅的に特定し、その影響を検討・評価することは、HSE管

理の出発点である。次に行うべきことは、特定したハザードに対するリスク低減策（本

図書ではバリアと呼ぶ）を特定し、そのバリアの健全性を維持することである。本節で

は、特定したハザードに対するバリアの特定および情報の整理方法の一例を示す。 

まず、ハザードが開放される最初の事象（制御を失った状態）を定める。これを頂上

事象(Top Event)とよぶ。例えば、原油を運送するローリー車を例とすると、ハザードは

ローリー車の中にある原油であり、頂上事象は原油の漏洩である。次に、その頂上事象

を引き起こす原因となりうる脅威を特定する。上の例では、滑りやすい路面（転倒、衝

突後の漏洩）が脅威となる。次に、頂上事象発生後、起きうるワーストケース（影響）

を検討する。上の例では、火災による死亡事故が影響となる。この例を図としてまとめ

ると図 8-1-7のようになる。 

 

 

図 8-1-7 ハザード、頂上事象、脅威、影響の例 

 

次に、各脅威に対し、頂上事象の発生を防止するバリアを特定する。上の例では、滑

りやすい路面に対し、雪道対策（ルート、タイヤ、運搬を停止する気象レベルの設定な

ど）が、頂上事象に対する発生防止バリアになる。最後に、頂上事象が発生した後に影

響を緩和するバリアを特定する。上の例では、原油漏洩時の緊急時対応マニュアルや訓

練などがあたる。今まで述べた、ハザード、頂上事象、脅威、影響、バリアを全て図示

すると図 8-1-8のようになる。図が蝶ネクタイに似ていることから、ボウタイ分析

(Bow-tie Analysis)と呼ばれている。ボウタイ分析は、ハザードに対するバリアを図示化

ローリー車が
積載する原油

ハザード

火災

影響（結果）
頂上事象

原油の漏洩滑りやすい路面
による交通事故

脅威（原因）

タンクローリーの燃料
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することで、ハザードに対するバリアの全体像の理解、各バリアの目的を理解するのに

役立つ。ボウタイ分析は、重要なバリアの特定、コミュニケーション（従業員へのバリ

アの説明）、バリアの健全性の図示化、事故発生時に機能不全であったバリアの明示化

など、多くの用途がある。図 8-1-9にボウタイの例を示す。 

 

 

図 8-1-8 ボウタイ分析の概念図 

 

 

図 8-1-9 ボウタイ分析の例 

 

 特定したバリアの管理方法は、千差万別である。バリアが機器、システム、構造物

などのハードウェアである場合、操業中の保守点検、設計・建設時の品質保証がバリ

「高所作業に携わる作業員」のボウタイ例

傷害
死亡

高所にいる
作業員

悪天候
風

滑りやすい
表面

悪い環境の
作業プラット
フォーム

適切な仕事環境

許可要求に従う
（結び付けや悪

天候では作業を
中止する等）

警告標識

点検

設計: 足場

作業計画

滑らない表面

滑らないブーツ

落下阻止機器 応急処置: 

緊急時対応計画

制御不能

（落下）

許可要求に従う
（結び付けや悪

天候では作業を
中止する等）

作業計画
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アの健全性を維持する作業の一例である。バリアが人に頼る場合、手順書や教育・訓

練などが健全性を維持するものの一例である。前節で述べたマネジメントシステム

は、これらバリアの健全性維持をサポートするものと考えることができる。

IOGP(International Association of Oil & Gas Producer)は、事象、バリア、マネジメ

ントシステムの関係を図 8-1-10のとおりまとめている。 

 

 

図 8-1-10 バリアの分類例 [10] 

 

事象の発生頻度（リスク発生の可能性）と影響（結果のインパクト）に関する図 8-

1-11のような表をリスクマトリックスと呼ぶ。実際に使用する際は、このマトリックス

の抽象的な文言を定量化もしくは明確化する必要がある。特定したハザードに対して、

リスクマトリックスを用いて、リスクを定め、一元的に管理するのが望ましい。統一し

た尺度でリスクを評価することにより、より大きく資源を投入すべきリスクがどれか判

断できる。 

 ここまでで述べた、ハザードに対するバリアの特定と情報整理の手法は、プロセスセ

ーフティに限らず、広くHSEに適用できるものである。 
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図 8-1-11 リスクマトリックスの例 （縦軸：頻度、横軸：影響の度合い） 

出典）https://en.wikipedia.org/wiki/Risk_matrix 

  

コラム 

例題 1 

あなたは動物園の新しいオーナーとなった。これまで動物園には羊とウサギしかいなか

ったが、より迫力のある動物園にするため、新しくライオンを飼いたいと思っている。

以下の問いに答えながら、ライオンを飼うことにより新しく発生するリスクについて、

ボウタイを作成せよ。 

1. ハザード、頂上事象、起きうる最悪の事象（結果/影響）を特定せよ。 

2. 何が望ましくない事象を発生させるか？どうすればそれらを防げるか？ 

3. もしライオンが逃げ出すとどうなる？その場合はどう対処する？  

答えの例 

 

 

https://en.wikipedia.org/wiki/Risk_matrix
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8.1.6 プロセスセーフティ vs. 労働安全 

プロセスセーフティ事故の結果が、火災、爆発、毒性ガス、洋上設備の沈没などによ

る人の傷害・死亡事故であるため、他の労働安全（落下、窒息、感電、交通事故、衝撃

など）による傷害・死亡事故と同様に扱われてしまう懸念がある。しかし、死亡事故の

発生に警鐘を鳴らす前段事象（軽微な事故）は、この二つで異なる。労働安全の前段事

象は軽微な怪我であるが、プロセスセーフティの前段事象は設備の劣化・故障、軽微な

漏洩などである。 

また、発生頻度と影響の大きさで比べると、この二つは対称的である。プロセスセー

フティは大きい影響で低い発生頻度であるのに対し、労働安全は小さい影響で高い発生

頻度である。図示すると図 8-1-12のようになる。これらの性質より、プロセスセーフテ

ィは、下記の特性を持つ。 

 経験しないため直観では分からない 

 ハザードを特定するため、より強固な手法が必要である 

 重大な影響に対しては、より信頼性の高い安全設備が必要である 

 事故は、大きくかつその影響（環境影響など）は長期に渡る 

上記で説明したように、従来プロセスセーフティは大きい影響で低い発生頻度と考え

られてきたが、その発生頻度は、図に示すほど低くないのではないかという声が近年上

がっている。図 8-1-13は、石油ガス業界の上流事業における年間の死亡者数の平均値に

対し、各要素の寄与を示したものである。プロセスセーフティ事象の寄与が一番大きい

ことが分かる。 

 

図 8-1-12 労働安全とプロセスセーフティの発生頻度と事故の影響 
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図 8-1-13 2010年か 2015年における IOGPに報告された死亡事故の内訳（staircase 表示） ‘Project 

Safira’[7] 

 

8.1.7 重大事故の事例 

百聞は一見に如かず。多数の死亡者、操業施設の大規模な損壊、環境への甚大な影響を

引き起こした個別の重大事故について、事故調査報告書やインターネット上の画像・動画

を見ることで、ハザードのエネルギーの大きさ、毒性の強さ、そしてプロセスセーフティ

の重要性を実感することができる。設備名と「Accident」をキーワードに、インターネッ

トで検索すると多くの情報が出てくるので、一度見てみると良い。良質な報告書や動画に

ついては、参考文献を載せる。石油ガス産業界および化学物質を扱う産業界における重大

事故の事例を以下に示す。 

1974年 Flixborough（英国）化学工場、死者 28名 

炭化水素の漏洩による火災爆発。不適切な変更管理（バイパスライン）などが原

因。  

1976年 Seveso（イタリア）化学工場、深刻な環境影響（ダイオキシン） 

 この事故により重大事故に関する SEVESO指令（1982年）が策定される。2020

年現在も、Seveso-III (Directive 2012/18/EU)[12]が EUに要求されている。 

1979年 Bohai No. 2 （中国）石油ガス洋上設備、死者 72名 

 強風によりポンプが損傷、穴があき沈没。 

1980年 Alexander L. Kielland （ノルウェー）石油ガス洋上設備、死者 123名 

 洋上の石油リグの宿泊向けプラットフォームの構造健全性の喪失による沈没。 

↓プロセスセーフティ関連の事故を排除できた場合の死者数

オレンジの４つの枠は、死亡事故を無くす上での重点項目PSE: Process Safety Event
LSR: Life Saving Rules

IOGPに報告された
年間の死亡者数の平均値
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1982年 Ocean Ranger（カナダ）石油ガス洋上設備、死者 84名 

 嵐によりバラスト制御室が浸水し、浮力を失い沈没。 

1983年 Drillship Glomar Java Sea（中国）石油ガス洋上設備、死者 81名 

台風による沈没。 

1984年 Bhopal（インド）死者数千人名（産業界における最悪の事故と言われてい

る） 

有毒ガスの拡散。イソシアン酸メチル貯蔵タンクに水が混入し、化学反応がおこ

り、過圧により爆発。この事故が、米国における OSHA PSM(29CFR1910.119）規

制を策定する契機に。 

1984年 Enchova Central Platform（ブラジル）石油ガス洋上設備、死者 42名 

 ブローアウトによる火災爆発。 

1988年 Piper Alpha（英国）、石油ガス洋上設備、死者 167名 

ポンプ 2台中 1台の点検のために安全弁を外していた。運転していたポンプが止ま

ってしまった際に、点検中のポンプを動かしてしまい、油が漏洩、火災爆発。この

事故により、セーフティケースの質の向上が要求された。 

1989年 Seacrest Drillship（タイ）石油ガス洋上設備、死者 91名 

 台風による強風により沈没。 

1998年 Longford（オーストラリア）天然ガス生産設備、死者 2名 

熱交換器の脆性破壊（低温から高温）による炭化水素の漏洩、火災爆発。この事故

によりビクトリア州は重大危険設備に対する規制を開始。 

2001年 Toulouse（フランス）化学工場、死者 31名 

 硝酸アンモニウムの爆発。 

2001 Petrobras 36（ブラジル）石油ガス洋上設備、死者 11名 

過圧による爆発と炭化水素の漏洩、爆発。 

2005年 BP Texas City（米国）製油所、死者 15名 

スタートアップ時に、液位計の不良などにより、炭化水素液体がシステムからあふ

れ出し、火災爆発。The U.S. Chemical Safety and Hazard Investigation Board

（CSB)より、本事故に対する良質な動画が作成されている。

https://www.csb.gov/videos/updated-bp-texas-city-animation-on-the-15th-

anniversary-of-the-explosion/ 

2005年 Buncefield（英国）石油貯蔵設備、大規模な設備の損壊 

液位計の不良などにより、タンクから油が溢れ出し、火災爆発。 

英国規制当局より、良質な事故調査報告書が一般公開されている[11]。 

2005年Mumbai High North（インド）石油ガス洋上設備、死者 22名 

 サポートベッセルがライザー（水中からの石油ガスの配管）に衝突し、火災爆発。 

2007年Usumanchita Jack-up（メキシコ）石油ガス洋上設備、死者 91名 

https://www.csb.gov/videos/updated-bp-texas-city-animation-on-the-15th-anniversary-of-the-explosion/
https://www.csb.gov/videos/updated-bp-texas-city-animation-on-the-15th-anniversary-of-the-explosion/
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 強風により構造物が石油ガスの配管に衝突し、火災爆発。 

2010年 Deepwater Horizon（米国）石油ガス洋上設備、死者 11名 

ブローアウトによる火災爆発。石油流出による大規模な環境汚染。この事故によ

り、EUにて European Offshore Directive [43]が策定された。 

2012年 Amuay refinary（ベネズエラ）製油所、死者 47名、炭化水素の漏洩爆発 

2015年 天津浜海新区倉庫（中国）危険物倉庫、死者 165名 

シアン化ナトリウムの漏洩、火災爆発。消防隊員が、発火したコンテナに放水作業

を行ったことが二次被害に繋がっているとみられる。 

2015年 Gunashli Platform No.10（アゼルバイジャン）石油ガス洋上設備、死者 12

名（行方不明 18名）嵐により水中のガスパイプラインが損傷し、ガス漏洩、火災爆

発。 

2018年 Oklahoma Rig（米国）陸上の掘削リグ、死者 5名 

炭化水素の漏洩、火災爆発。 

2020年 ベイルート（レバノン）倉庫、死者 192名 

硝酸アンモニウムの爆発。 

 

2010年 Deepwater Horizon以降、重大事故が起きていないのではないかという指摘

があるが、それに反論するデータを図 8-1-14に示す。これまで示したように、重大事故

は絶えず起きており、他人事と考えてはいけないことが分かる。 

 

 

図 8-1-14 Deepwater Horizon 以降の重大事故の例 [8] 
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8.1.8 プロセスセーフティマネジメントの要素 

様々な組織が、重大事故の防止・影響緩和に重要なプロセスセーフティマネジメント

の項目を整理している。これらの項目は一般的に要素（Element）という呼ばれ方をし

ているので、本書でも同様の呼び方をする。 

米国では、労働安全衛生局（Occupational Safety and Health Administration

（OSHA））が、プロセスセーフティマネジメントの規格として 29 CFR 1910.119 

Process safety management of highly hazardous chemicals[13][14]を発行した。これ

は OSHA PSMと呼ばれている。要求されている要素は、プロセスセーフティ情報、 プ

ロセスハザード分析、運転手順書、従業員の参加、トレーニング、請負業者、スタート

アップ前の安全レビュー（Pre-Startup Safety Review）、機械の健全性（Mechanical 

Integrity）、火気作業の作業許可、変更管理、事故調査、緊急時対応と計画、コンプラ

イアンス監査、Trade Secrets（経営側はプロセスセーフティ管理に必要な情報は全て担

当者に開示する必要がある）である。また、米国 Center for Chemical Process Safety

（CCPS）が「リスクに基づくプロセスセーフティのためのガイドライン Guidelines 

for risk based process safety (RBPS)」[15]にて、4つの重点項目と 20の要素を説明し

ている（図 8-1-15）。米国におけるプロセスセーフティマネジメントの歴史と RBPSの

概要については、日本の化学工学会（SCEJ）から発行されている「リスクに基づくプ

ロセス安全」[16]を参照するとよい。 

 

 

図 8-1-15 RBPSのプロセスセーフティマネジメントの要素 

 

英国の Energy Institute が発行している High Level Framework for Process Safety 

Management[17]という図書に、プロセスセーフティマネジメントに関する 4つの重点項
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目と 20 の要素が記載されている（図 8-1-16）。Energy Institute は、これらの各要素一

つずつに対し、指針を発行している（例：要素 1 に対し参考文献[18]）。「8.3.2 項目毎に

みるプロセスセーフティマネジメント」で各要素を紹介する。 

 

 

図 8-1-16 Energy Instituteのプロセスセーフティマネジメントの要素 

 

本節で強調したいことは、「8.2.4様々なリスク評価の手法」にて後述する Hazard 

and Operability Analysis（HAZOP)やプロセス由来の火災爆発解析など、一部のプロセ

スハザード分析を行っただけでは、プロセスセーフティマネジメントを実施したと言え

ないことである。実際の操業で重大事故のリスクをコントロールするためには、上記の

OSHA PSM、CCPSの RBPS、および Energy Instituteの High Level Framework for 

Process Safety Managementで示されているように多岐に渡る視点が必要となる。経営

者から労働者全ての階層を含め、操業部門、保全部門、HSE部門、請負業者、供給業者

など多くの人が様々な要素に関連する。容易ではないが、その全員がプロセスセーフテ

ィの重要性を理解し、各々が役割を全うすることが求められる。また、多くの要素は、

プロセスセーフティマネジメントという言葉が出てくる前から操業上存在していた。プ

ロセスセーフティマネジメントの付加価値は、これら操業を取り巻く多くの要素に対

し、重大事故という観点で横串を刺し、一元的に管理することである。 

石油ガス産業界以外の洋上設備においては、重大事故のポテンシャルを持つ場合は、

同様のマネジメント方法を採用することができる。もし、重大事故のポテンシャルを持

たない場合においても、具体的なリスクと対峙する場合、分析で終わるのではなく、事

業の全ての側面をマネジメントシステムという観点で俯瞰することを勧める。 
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8.2 セーフティケース  

8.2.1 はじめに（歴史、記載事項など） 

英国を起源とするリスクベースのアプローチにおいて、最も重要な図書がセーフティ

ケースである。セーフティケースは、施設が重大事故の発生を防止し、かつ重大事故発生

時の影響を軽減するために十分な対策を施していることの証拠を示す図書である。別の

見方をすると、施設が合理的に安全であると事業者が主張する図書とも言える。 

セーフティケース作成で、重大事故、およびその発生防止策と影響緩和策の適切性を、

秩序立ってレビューすることにより、安全操業をより確固たるものとすることができる。

これは、セーフティケース作成時、およびその後も継続されるべきものである。 

1970-1972 年、英国における Robens ら[19]による労働安全衛生の審議（Inquiry）に

て、法への順守だけでは安全を十分に確保できないため、事業者が安全に操業できる

「Case（a convincing argumentの意味）」を示す必要があると訴えた。この、事業者に

よる自主規制という考えがセーフティケースの起源ともいえる[20]。この考えのもと

1974年に制定された Health & Safety at Work Act1974 [21]は、定められた目標を示し、

その達成手段は事業者に自由度があるため、「Goal Setting Approach」、「non-prescriptive 

model」とも呼ばれる。 

1988 年、英国にて、生産した原油と天然ガスを石油基地などに送っていたオフショア

プラットフォームのパイパーアルファにて大規模な火災が起き、167人が死亡するという

凄惨な事故が起きた。パイパーアルファの事故を調査した Cullen報告書（1990年）[22]

は、当時のオフショアのセーフティケースは、質の改善が必要だと強調していた。これを

契機に、セーフティケースによって、操業が安全であると自分自身で確認するためにフォ

ーマルセーフティアセスメント（以降の節にて説明）を実施すべきとの考えが生まれた。

このフォーマルセーフティアセスメントが現在においてもセーフティケースの根幹であ

り、この点で、Cullen報告書が現在のセーフティケースの起源ともいえる。 

セーフティケースの構成は、国、企業、対象設備によって異なるが、最も典型的な構成

例を以下に示す。 

1. 序論 

セーフティケースの範囲、施設とオペレータの概要、規制など 

2. 施設の記述  

立地、環境条件、施設の主要機能、勤務体制と人員配置、危険物の保有量、安全

設備など 

3. HSEマネジメントシステム 

4. フォーマルセーフティアセスメント 

5. 安全操業の妥当性証明（Justification） 

証明すべき内容の例は以下のとおり。 

• 人と環境へのリスクが ALARP（合理的に可能な限り低い状態）となるよ
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うに措置をとっていること。 

• 重大事故を管理する上で重要な対策に対して、適切な性能基準（次節にて

説明）が定められていること。また、それを確認する方策があること 

セーフティケースの規制要求における原文、その指針の例については、英国における洋

上設備に対するものを参照するとよい[23][24]。 

 

8.2.2 キーワード 

重大事故 

重大事故は、一般的には複数人の死傷者がでる事故とされている。石油ガス産業界にお

ける重大事故の定義の例を示す。 

操業中の施設又はシステムが、以下に挙げる重大事故を引き起こす可能性のある状

況になること: 

• 施設内にいる者や作業従事者、又は関係者に複数の死亡者若しくは重傷者を出

したり、環境に深刻な被害を与えたりするような火災、爆発、危険物質の漏洩 

• 施設内にいる者や作業従事者に複数の死亡者又は重傷者を出す、作業活動に起因

するその他あらゆる事象 

• 施設又は付帯するプラント構造体に重大な被害をもたらす事故、又は施設の安定

性のいかなる損失 

• ヘリコプターと施設の衝突 

• 施設に関連した潜水作業における生命維持装置の故障、潜水用ベルの離脱、又は

潜水ベルや海底チャンバー内への潜水士の閉じ込め 

 

As Low As Reasonably Practicable （ALARP) 

ALARPとは現実的な範囲で最小限という言葉の頭文字を取ったもので、現実的な範囲

とはリスクを排除若しくは削減するために必要な時間、投資額、人的資源といった費用と

リスクの比較を考慮して決定される。図 8-2-1に ALARPの概念を示す。残余のリスクに

対し、許容限界と一般許容限界の二つの閾値が存在し、以下の三つの領域に分けられる。 

• 許容不可 

リスクが高く許容できない範囲。操業中に、あるリスクがこの領域にあると判定

された場合には、リスクを許容範囲に収めるため早急に対応をしなければならな

い。 

• ALARPなら許容 

リスクが中間の範囲にあると判定された場合、あらゆるリスク低減策を検討し、

リスクを ALARP まで削減していることを立証しなければならない。 

• 広く許容 

リスクが一般に許容される程度に低い場合、ALARP 立証は不要で、継続的な改
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善プログラムに沿って、リスクの更なる低減努力を行えば良い。 

ALARPの立証については、次項のフォーマルセーフティアセスメントの一部として説

明する。 

 

図 8-2-1 ALARPの概念[25] 

   

Safety Critical Element（SCE）（直訳：安全重要要素） 

Safety Critical Element（SCE）とは、正常に機能しなかった場合に重大事故を引き起こ

す可能性がある、もしくは重大事故を防ぐ、または緩和する設備である。なお、上記に対し

て著しく寄与が高いものも含む。平たく言えば、プロセスセーフティ上重要なものを特定し、

重点的に管理するための用語といえる。 

次節にて説明するフォーマルセーフティアセスメントを実施した結果、SCE が定まる。

特定した SCEに対し、以下の項目に対する要求を性能基準(Performance Standard)として

まとめる。 

• 機能性 – 目的達成のために必要とされる SCEの機能は? 

• 可用性(Availability)/信頼性 

 SCEは、いつ機能しなければならないか? 

 SCEの故障率の許容できる下限は? 

• 生存性 – 事故時・事故後に、機能しなければいけないか? 

 

性能基準の有用性は下記のとおりである。 

• SCEの性能基準策定により、プラントの安全操業にとって、どの機器のどの機能が

重要か明確にし、プラント内で知識を共有することができる。 

• SCEの管理において、保守点検項目と健全性の判断基準が整理できる。 
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コラム 

仮想の防消火ポンプを例とした機能性、可用性/信頼性、生存性の説明 

圧力容器の中にハザードがあり、火災で圧力容器が熱せられ、壁面の温度がある一定以

上に到達すると大きな爆発を起こす危険性があると仮定する。火災時にこの爆発を起こ

させないため、圧力容器の側面に水をスプレーし、冷却するシステムがあるとする。こ

の場合、水を供給するポンプに対する機能性、可用性/信頼性、生存性の例を図コラム-4

から 7に示す。 

 

 
図コラム-4 機能性の要求に関する例 

 

図コラム-5 可用性/信頼性の要求に関する例 

圧力容器

火災

スプレーによる冷却

機能性：ポンプの能力に対する要求
（圧力、流量、継続時間など）

ポンプ

信頼性・可用性：
多重にポンプを持つこと（1台で十分な水を供給できること）により、
2台のポンプが両方起動失敗する確率は1台のものより低い（信頼性）、
片方のポンプが分解点検や故障中などで使用できない時も最低1台の
ポンプが使用可能である（可用性）

ポンプ

ポンプ

圧力容器

火災

スプレーによる冷却
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図コラム-6 生存性の要求に関する例-1 

  

図コラム-7 生存性の要求に関する例-2 

 

 

ポンプ

プロセスエリア1

プロセスエリア２
プロセスエリア１
の影響到達範囲

生存性：
影響に耐えうるように

防護壁
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8.2.3 フォーマルセーフティアセスメント 

フォーマルセーフティアセスメントは、図 8-2-2に示すように、以下の 5つのステップ

で構成される。 

1. ハザードの特定 

2. リスクの評価 

3. リスク低減策の選択肢 

4. 費用対効果分析 

5. 意思決定への推奨事項 

 

 

図 8-2-2 フォーマルセーフティアセスメントのフローチャート例 

 

以下に各ステップを説明する。 

 

ステップ 1にて、HAZID、HAZOP（「8.2.4様々なリスク評価の手法」にて説明）など

を用いてハザードを特定する。これらのうち、ハザードが引き起こしうる影響が、重大

事故（Major Accident Event）の定義に当てはまるものを抽出する。別の言い方をする

と、フォーマルセーフティアセスメントは重大事故に対して行う。 

 

ステップ 2にて、特定した重大事故を詳細に分析する。ここでは、定量評価と定性評価
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を含めた種々の安全評価を行う。リスクを定量的に評価するというのは、影響の大きさ

と発生頻度を両方とも定量化させることを意味する。例えば、火災爆発評価であれば、

一次的な計算結果は、輻射熱(kW/m2)や爆風圧（mbar）などである。二次的な計算結果

として、人や物の脆弱性を追加で考慮することで、人や物への影響に落とし込むことが

できる。頻度については、発生頻度のデータベースを使う手法や、工学的判断に基づく

半定量的な決定手法がある。定性的なリスク評価には、一般的に各重大事故に対しボウ

タイが作成される。 

 

ステップ 3にて、追加リスク低減策の必要性を検討する。 

定量的に算出できる評価については、許容できるリスクのレベル（以降、「クライテリ

ア」と呼ぶ）が事前に定められている必要がある。リスクに対するクライテリアは、特

定の影響をある一定頻度以下に落とすことを要求するものである。以下に、クライテリ

アの例を示す。 

(ア) （特定の）個人リスク 

ある特定の個人（フィールドオペレーターなど）の全ての死亡リスクの総和に

対するクライテリア。Individual Risk per Annum（IRPA）（直訳：年間個人

リスク）という指標が Quantitative Risk Assessment（QRA)上用いられる。

例えば、火災爆発による死亡リスクは、どの場所にどの程度滞在するかで決ま

る。労働安全に関するリスクは統計データなどから導きだされる。表 8-2-1に、

IRPA（年間個人リスク）の例を示す。 UK Health and Safety Executive 

（UKHSE）では、本リスクの許容限界を従業員、公衆にそれぞれ 1×10-3/年、

1×10-4/年と定めている[25]。 

 

表 8-2-1  Individual Risk per Annum（IRPA）の例 

 

注）仮想の石油ガス洋上設備（Floating Production Storage and Offloading 

System （FPSO））における IRPAを示す。 

 

従業員
グループ

Individual Risk per Annum（IRPA、年間個人（死亡）リスク） 単位（/年）

炭化水素の漏
洩、火災・爆
発

構造健全性の
喪失（疲労、
腐食、落下物、
ヘリコプター
の衝突など）

船舶の健全性
喪失

船舶の衝突 従業員の移動
（ヘリコプ
ター）

労働災害 合計

オペレーター 5×10-4 1×10-5 5×10-7 2×10-5 1×10-4 1×10-5 5×10-4

メンテナンス 6×10-4 1×10-5 5×10-7 2×10-5 1×10-4 5×10-5 8×10-4

クレーン
オペレーター

5×10-4 1×10-5 5×10-7 2×10-5 1×10-4 3×10-5 6×10-4

サポート人員
(主に船舶内の居住
設備内で作業)

1×10-4 1×10-5 5×10-7 2×10-5 1×10-4 1×10-6 2×10-4
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(イ) 社会的リスク（不特定多数のリスク） 

ハザードの保有するエネルギーや毒性が大きい場合、それが制御不能に陥っ

た際、複数の人を巻き込むポテンシャルを有する。社会的リスクは、事故の発

生頻度の累計と死亡者数の関係を示す F-N カーブを用いて表すことがある。

Fは Frequency累計頻度、NはNumber of Fatalities 死亡者数（N）を示す。

図 8-2-3に、F-Nカーブに対するクライテリアの例を示す。 

 

図 8-2-3 F-Nカーブに対するクライテリアの例 

 

(ウ) 場所ごとのリスク 

Location Specific Individual Risk（LSIR）は場所ごとの危険度を示す指標で、

同一作業員が 24時間・365日ある特定の場所にいると仮定した場合に死亡す

る頻度である。LSIRの単位は各作業員の個別リスク（IRPA）と同じものであ

り、IRPA 計算の過程で算定される中間計算値でもある。図 8-2-4に LSIRの

例を示す。LSIRが、事業の境界線（購入する土地の範囲）のクライテリアと

して用いられることもある。例えば、10-5/年の LSIRのラインは事業者の敷地

内になければならないのであれば、これを含むように土地を購入し、一般公衆

が誤って立ち入らないようにフェンスを立てる設計ができる。 

 
図 8-2-4  LSIR(Location Specific Individual Risk)の例 [26] 

単位；/年、注：コンターの中心にプラントがあると想定 

発
生
頻
度

許容限界

一般許容範限界

計算結果

死亡者数
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(エ) Manned Building（重大事故時に人がいる建屋）の崩壊リスク 

重大事故時に人がいると想定される建屋（中央制御室、オフィス、避難シェル

ター）が崩壊すると、一定数の人が巻き込まれる可能性がある。そのため、こ

のような建屋が崩壊する頻度(Impairment Frequency)に対し、要求を設ける

場合がある。 

 

(オ) 著しいエスカレーションのリスク 

LNGタンク、大規模な構造物の崩壊などが火災爆発などにより損傷すること

で、より著しく大きな 二次事象となる場合（エスカレーションという）、これ

らの発生頻度に要求を設ける場合がある。この場合、上記の建屋と同様に、要

求する頻度における詳細な損傷評価（Impairment Analysis）を行う場合があ

る。 

 

(カ) 重大事故発生時に使用するシステムが重大事故により損傷するリスク 

重大事故発生時に影響を緩和する目的で設置されている設備がある（消火設

備、非常用発電機など）。これらの設備が重大事故により故障し使用できない

頻度が高いのでは、有効な設備とは言い難い。そのため、上記の建屋と同様に、

要求する頻度における詳細な損傷評価（Impairment Analysis）を行う場合が

ある。 

 

定量評価結果を、このような事前に設定したクライテリアと比較し、追加のリスク低減

策が必要となる。定性的にもボウタイ分析などを使用し、合理的に実施可能な対策が漏

れていないか確認する。 

 

ステップ４にて、重大事故のリスクが ALARPであること（合理的に可能な限り低い状

態であること）を示す。ALARP評価では、実施に必要な費用の総和と得られる利益の

バランスを検討する。リスクが ALARPであるとは、追加のリスク低減策の費用が、リ

スク低減効果に不釣り合いな状態をいう(the sacrifice required to implement further 

risk reduction is grossly disproportionate to the benefits received)。図8-2-5にALARP

の検討例を示す。 
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図 8-2-5 ALARPの例 

 

ALARPであると主張するためには、考えうるリスク低減策を特定し、各対策の適用が

合理的に可能かどうか決めることが意思決定する必要がある。図 8-2-6に、ALARPの

意思決定方法を示す。 

リスクのレベルや新規性により、意思決定の種類が三段階（A、B、C）に分けられる。

意思決定の手段は、この種類と影響度により異なる。以下に、各意思決定手段を説明す

る。 

• 業界標準・基準 

業界標準・基準は、国内外の操業を通じて得られた知識・経験によって定められ

ている。法的要求事項が存在する場合には、これを完全に遵守していることも立

証しなければならない。ALARP立証の際には、業界標準・基準を一部の材料と

して考えるのが妥当である。リスク低減策が業界標準・基準に含まれている場合、

通常はその対策を実施するか、等価な対策があってそれが ALARP であること

を立証しなければならない。 

• Good Practice（良好事例） 

Good Practiceは業界標準・基準、工学的判断、操業経験等を統合したものであ

る。政府・規制当局による指針、専門機関、標準を作成する組織など様々な情報
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源が含まれる。Good Practiceは、産業界、設備、時代（合理的に入手可能なテ

クノロジー）毎に異なる。 

• 工学的判断  

設計、操業、保全等を通じて得られた経験と知識は、リスク低減のための対策措

置を特定・評価に役立つものである。工学的判断を行う場合は、多くの分野の専

門家を必要とする。 

• リスク及び信頼性分析 

定量的なリスク評価は、意思決定を支援する材料とすることができる。先述した

QRAを用いて、費用対効果分析（Cost Benefit Analysis(CBA)）を行うことが

できる。 

• 企業価値 

企業価値を意思決定の尺度とするとは、企業の価値観（values）、誓約

（commitments）、企業ブランド（image）を意思決定に反映することである。

この場合、企業トップの判断を仰ぐ必要がある。 

• 社会的価値 

社会的価値を意思決定の尺度とするとは、周辺地域を含めた社会が有する考え

方（views）、懸念(concerns)、認識（perception）を意思決定に反映することで

ある。実際の社外の認識、リスク懸念、利益等は、感情的要素やメディアの報道

内容、過去の経験等によって、会社が考えているものとは異なっている場合があ

る。この場合、判断には外部の利害関係者の意見等も考慮しなければならない。 

 

費用対効果分析は、リスクを ALARP に低減していることを示すために有効な方法で

ある。費用対効果分析では、費用、効果を金額で表し、これによって同一基準で対策案

を比較検討できるため、意思決定の根拠が明瞭に理解しやすいものとなる。費用対効果

分析の実施に際しては、追加のリスク低減策に必要な費用を全て特定し、この合計を計

算する。同様に、その対策によって得られる全ての効果も特定して金額で表す。 

人命の価値を金額換算しない手法も存在する。これは、如何なる金額の金銭でも生命に

代えることは出来ないためである。別の言い方をすると、安全とその他のリスクを一律

に扱うことを許容しない社会がある（我が国など）。しかし、既に述べたようにハザー

ドがある限りリスクを０にすることはできない。人命へのリスクを削減するために際

限なく投資を行うことは現実的にはできない。このため、安全に対するリスク低減策の

費用対効果分析には、Implied Cost of Averting a Fatality（ICAF）を指標として使用

する場合がある。しかし、人命を金銭で完全に補償することは出来ないことと同時に組

織が有する経営資源は有限であることから、ICAFを絶対的な尺度として使用すること

は避けねばならない。これは、安全対策に対する費用対効果分析にも同様のことが言え

る。 



第 8章 プロセスセーフティ 

- 516 - 

 

 

 

図 8-2-6 ALARPの意思決定方法 [28] [29] 

 

ステップ 5にて、以下の点を示す。 

• 体系的に、重大事故を起こしうる、合理的に予見可能な全ハザードを特定し、評価

したこと。 

• 人と環境へリスクを合理的に達成可能な限り低くする（ALARP）対策がとられて

いること。（または、将来的にとること。） 

• 重大事故の管理に必要な、重要な対策（安全設備など）に、適切な性能基準が定め

られていること。それを確認する方策を持つこと。 

• ハザード、関連するリスク、および各リスク低減策に関する情報が示されているこ

と。 

 

  

意思決定の手段

影響度

意思決定の種類

業界の標準・基準

検証作業

ベンチマークとの比較

利害関係者（Internal）と協議

第三者レビュー

利害関係者(External)と協議
社会のバリュー

A

目新しい部分がないこと
リスクが十分に理解されているもの
良好事例（Good Practice）が確立されているもの
利害関係者への影響がないもの

B

操業期間を通じて影響があるもの
リスクのトレードオフがあるもの（選択肢それぞれに長所短所があるもの）
標準・基準、最良好事例（Best Practice）から若干逸脱している可能性があるもの
経済的な影響が大きいもの

C

非常に斬新で挑戦的なもの
利害関係者への影響が大きいもの
甚大なリスクのトレードオフがあるもの
不確実な部分が大きいもの
安全基準を緩和しなければいけないもの

A

B

C
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コラム 

石油ガス産業以外の洋上設備において、安全以外で費用対効果分析（CBA）を用いる場

合を例として挙げる。ある事象 Xが下記のとおり分析されたとする。 

発生頻度：千年に一回（1×10-3/年） 

プラントの余寿命：10年 

影響：設備の大規模な損壊（10億円の損失） 

プラントの残りの寿命において事象 X が起きる確率は、発生頻度と余寿命を掛け合わせ

て 1%となる。1％で 10億円の損失をするポテンシャルがあることは、１千万円の損失ポ

テンシャルがあるとも言える。ある対策 Yを施すことで、事象 Xの発生頻度が 1×10-6/年

に低減できる場合、損失ポテンシャルは 1 万円になり、損失ポテンシャルは 999 万円減

少したことになる。例えば、対策 Y の費用が 100万円であれば、勿論実施した方が良い

だろう。では、1億円かかる場合どう判断するか。この場合は、評価の不確実性を加味し、

どこまで安全係数を考慮するかという話になる。このような判断は、事業主体ごとに異な

るだろうが、複数のリスク低減策に同じ手法を用いることで、コスト効果が高いものを見

つけることもできる。 
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8.2.4 様々なリスク評価の手法 

以下の国際標準にて、多くのリスク評価手法が説明されている。 

ISO 31010 Risk Management – Risk Assessment Techniques [2] 

ISO 17776 Petroleum and natural gas industries - Offshore production 
Installations - Guidelines on tools and techniques for hazard identification and 
risk assessment[9] 

リスク評価手法には様々なものがあり、施設との相性のよい手法を選ぶべきである。こ

こでは、石油ガス産業界のセーフティケースにて実施されるリスク評価手法の一部を紹

介する。 

 

HAZID(Hazard Identification) 

石油ガス産業界の HSE上のハザードの特定には、一般的に HAZID(Hazard 

Identification)とよばれる体系的なブレーンストーミング手法がある。重大事故を引き

起こしうるハザードも HSE上のハザードの一つである。 

ハザードの特定において、最も重要なことは、網羅性である。HAZIDでは、様々な

専門性を有する人をワークショップに集め、ガイドワードをたよりに、対象の操業・作

業が有するハザードを特定する。ガイドワードを使用することで、過去の検討結果を活

かせるとともに、最低限特定しなければいけないハザードの有無を確認できる。特定し

たハザードに対して、ハザードがもたらしうる影響と原因、リスク低減策などを検討す

る。 

HAZIDについてより詳しく知りたい場合は、ISO 17776（Petroleum and natural 

gas industries — Offshore production installations — Major accident hazard 

management during the design of new installations）[9]の C.2および Appendix Fを

参照するとよい。 

 

Hazard and Operability Study（HAZOP) 

新規の技術が導入されて設計内容が複雑化していく潮流のなか、ハザードの特定と評

価を体系的に行うことが求められている。HAZOPは各方面の専門家によるチームでハザ

ードを特定する方法の一つであり、施設の設計・操業において生産プロセスに関連するハ

ザードを特定する主要な方法となっている。 

図 8-2-7に HAZOPで用いるテンプレートを示す。HAZOPを行う際には、まず、対象

設備を分析しやすいように分割する。分割された一つ一つのセクションをノードと呼ぶ。

次に、各ノードに対する設計図書を収集し、基本情報（操業圧力、温度など）をまとめる。

これらの準備が整った後、ワークショップに各方面の専門家を招集し、ノード毎に分析を

行う。操業パラメータ（指標）に対し、ガイドワードをたよりに、設計意図からの逸脱が

発生する可能性を特定し、これによって引き起こされる結果（例：圧力超過による炭化水

素の漏洩、火災、爆発）を検討する。各シナリオに対し、既存のバリア（対策措置）を特
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定し、追加のバリアが必要か検討する。 

より詳しく知りたい場合は、以下の図書を参考のこと。 

IEC 61882, Hazard and Operability Studies (HAZOP Studies) - Application 

Guide[32] 

 

 

図 8-2-7 HAZOPのテンプレート例 

 

影響評価(Consequence analysis) 

特定したハザードに対する影響評価は、多くの場合、標準化された手法と合理的に入手

可能なツールを用いて実施する。石油ガス業界における重大事故の影響評価は、日々進化

する解析技術の恩恵を受け、簡易的に多くの事象を評価したり、リスクの高い事象に対し

て詳細に評価したりすることを可能としている。影響を与える物理現象の評価の例には

以下のものがある。 

• 火災爆発評価  

• ガス拡散評価 （硫化水素などの毒性ガス、ベントからの排出など） 

• 煙ガスの拡散・建屋への侵入評価（Smoke and gas dispersion and ingress 

analysis） 

また、物理的影響による構造物の健全性評価 (Impairment Analysis) の例には以下の

ものがある。 

• （建屋・構造物に対する）爆発風圧の影響評価  

• 物質の衝突（船舶衝突、落下物、飛来物など）の影響評価 

石油ガス産業界のプロセスセーフティエンジニアになるのであれば、炭化水素の漏洩・

火災爆発の物理現象、モデリングの手法、解析ツールなどを理解する必要がある。火災爆

発評価の手法をより詳しく知りたい場合は、以下の図書を参考のこと。 

CPR 14E, Methods for the calculation of physical effects – due to releases of 
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hazardous materials (liquids and gases) – (Yellow Book)[30] 

 

Quantitative Risk Assessment（QRA) 

QRA（直訳すると、定量的リスク評価）は、影響評価と発生頻度の算出を組み合わせた

評価手法である。例えば、火災爆発事象の頻度を検討する際には、漏洩頻度、風向き・風

速の頻度、着火確率などの情報が必要になる。これらの情報と影響評価結果を組み合わせ

ることで、場所毎に、被る輻射熱や爆風圧に対して、（結果 1）各レベル（例：12kW/m2、

37.5kW/m2）に対する頻度を計算できる。さらに、人の脆弱性の情報を組み合わせれば、

（結果 2）場所ごとの死亡頻度を計算できる。既に説明した LSIR（同一作業員が 24 時

間・365日、ある特定の場所にいると仮定した場合に死亡する頻度）が、この結果 2にあ

たる。場所ごとの平均の人員数を知ることができれば、（結果 3）社会的リスクを、ある

特定の個人の場所ごとの滞在時間を知ることができれば、（結果 4）個人リスクを計算す

ることができる。また、構造物健全性評価が必要なもの（例：人が常駐する建屋、甚大な

エスカレーションを引き起こす設備、緊急時に使用するシステム）の位置を知ることがで

きれば、（結果 5）その対象物に対する輻射熱や爆風圧に対する超過頻度のカーブ

（Exceedance Curve）を得ることができる。この超過頻度のカーブを用いて、ある一定

頻度の重大事故に耐えうる設備を設計することができる（例：10-4/年の発生頻度にまで耐

えうる中央制御室）。結果 3の社会リスクを用いて、費用対効果分析（CBA）を行うこと

もできる。 

火災爆発以外のリスクも、発生頻度に関するデータベースがあれば、必要に応じて、イ

ベントツリー解析やフォールトツリー解析などと組み合わせて、分析したい事象の発生

頻度を概算することができる。 

火災爆発に関する QRAについて、より詳しく知りたい場合は、以下の図書を参考のこ

と。 

CPR 18E, Guidelines for quantitative risk assessment (Purple Book)[26]  

 

避難退避に関する評価 

重大事故時の避難、退避に関して、洋上設備では Escape, Temporary Refuge, 

Evacuation and Rescue Analysis（ETRER)、陸上設備では Escape, Evacuation and 

Rescue Analysis（EERA)など複数の呼ばれ方で、評価がなされている。洋上の設備にお

いては、退避の失敗により多くの人命が失われた事故が複数存在するため、本評価の重要

性は特に高い。本評価では、重大事故が起きた際、施設内にいる人々が、異常に気付き、

施設内の安全な場所（Temporary Refuge, or Muster Point）まで避難(Escape)し、設備

から退避（Evacuate）し、レスキューされるまでの過程を分析し、安全設備の妥当性を

確認する評価である。ここでは、一般に洋上設備に用いられる ETRER を説明する。

ETRERの手順は次ページのとおりである。 



第 8章 プロセスセーフティ 

- 521 - 

 

 ETRER のゴールを定める（以下にて、より詳細に説明） 

 ETRER関連設備、重大事故の情報を整理する 

 重大事故の影響を評価する上で、ETRER 関連設備の損傷クライテリア

(impairment  criteria)を整理する 

 各重大事故に対し、ETRER のゴールが達成されるまでの過程における、ETRER

関連設備の有効性を評価する 

 マスターポイントまでの到達時間、退避するまでの時間を計算する 

 

ETRER のゴールの典型例を以下に示す。 

 

ゴール 1 事故発生の周知 事故発生時に、施設内にいる全ての人が避難・退避

の必要性があることに気付くための十分な措置がな

されていること。 

ゴール 2 避難 全ての重大事故のシナリオに対し、安全な場所にた

どり着くための避難経路と非常用照明が備えられて

いること。 

ゴール 3 一 時 避 難 場 所

Temporary 

Refuge 

全ての重大事故に対し、避難、状況確認、コミュニケ

ーション、退避準備を行うための十分な時間、一時

避難場所は健全性を維持すること。 

ゴール 4 退避 施設内の全ての人が安全に、施設から退避できるこ

と。 

ゴール 5 レスキュー 施設から退避した全ての人を安全な場所まで運ぶ備

えがあること。 

 

Emergency System Survivability Analysis（ESSA) 

ESSA は、重大事故発生後に使用する設備（Emergency Systems）が重大事故時でも

機能を維持するか(生存性：Survivability)評価するものである。事象のエスカレーション

を防止する設備や避難・退避のために必要な設備などが主な対象である。設計時の想定が

不足していると、いざ事故が起きた際、これらの設備を使用することができない可能性が

ある。平たく言えば、安全設備が「お飾りではない」ことを示すことが本評価の目的であ

る。以下の順で生存性を評価する。 

 

脆弱性 重大事故により損傷してしまうか（例：火災・爆発による物

理的損傷）。重大事故の影響に耐え、機能を維持する場合、

以下の検討は不要である。 

フェールセーフ 設備が故障することにより必要な機能を果たす場合以下の
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（Fail-safe） 検討は不要である。（フェールセーフ設計の例：信号が途切

れる事によって作動する緊急遮断弁、火災時にプラグが溶融

し空気が抜けることにより作動する緊急遮断弁） 

多重性と分散配置 同様の機能を有した設備を複数、位置的に分散して配置する

ことで、単一の重大事故により機能を喪失しないよう設計す

ること。位置的な分散には、距離を離すこと、防火壁などに

より隔離措置を行うことなどが対策となる。 

 

より詳しく知りたい場合は、以下の図書を参考のこと。 

ISO 15544 Petroleum and natural gas industries — Offshore production 

installations — Requirements and guidelines for emergency response [31] 

 

Layer of Protection Analysis（LOPA) 

LOPAは、直訳すると防護層分析である。図 8-2-8に多重の防護層のイメージを示

す。プラントにおけるある一つのパラメータに着目した場合、平常運転時であれば、計

装制御システムなどによって、そのパラメータがある一定の範囲内に収まるよう運転が

行われる。例として、ある圧力容器における圧力が上昇することを考えてみよう。何か

しらの外乱によって、圧力が平常運転の範囲を超えてしまった場合、警報によって、そ

の異常をオペレーターに認知させ、平常運転の範囲にパラメータを戻させる。これに失

敗して、なお圧力が上昇する場合、異常を検知し、自動でプロセスを遮断する。それに

も失敗し、圧力の上昇が続く場合には、ある一定の圧力にて、圧力逃がし弁が吹く。そ

れにも失敗し、さらに圧力の上昇が続く場合には、いつしか圧力は、設計値を超え、圧

力容器の実耐力を超え、破裂する。このように、起因事象（外乱）の発生に備え、防護

層が存在する。LOPAでは、起因事象の発生頻度（/年）、防護層・バリアの失敗確率（/

デマンド）、およびその他の条件に対する確率（例：着火確率、影響範囲内に人がいる

確率）を掛け合わせ、事象の発生頻度（/年）を計算する。一方、その事象の影響の大き

さにより、発生頻度に対する要求が決まる。計算される事象の発生頻度（起因事象、各

バリアの失敗確率とその他の条件に関する確率の積）が要求される頻度よりも低いこと

を確認する。 

LOPAは、機能安全を有する計装システム（図 8-2-8における「安全計装機能」）に求

められる信頼性（Safety Integrity level(SIL)）を定めるための一つの手法である。安全

計装機能とは、上の例でいえば、圧力が高いことを検知し、自動でプロセスを遮断する

設備である。安全計装機能の設計・管理はプロセスセーフティ上重要な項目であるの

で、「8.3.2項目毎にみるプロセスセーフティマネジメント」における要素 16内「機能

安全マネジメント」にて、より詳細に説明している。 

上記の例で述べたようなシナリオはHAZOPにて定性的に検討される。LOPAは、そ
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のシナリオに確率論を加えたようなものである。そのため、HAZOPのアウトプットを

LOPAのインプットとして用いると効率的である。 

LOPAについて、より詳しく知りたい場合は、以下の図書を参考のこと。 

AIChemE, CCPS Concept Book, Layer of Protection Analysis, Simplified Process 

Risk Assessment, Centre for Chemical Process Safety [33] 

 

 

図 8-2-8 多重の防護層のイメージ 

 

コラム 

例題 

下記の条件において、SIF-Yに求められる作動失敗確率を計算せよ。 

• クライテリア：複数人の死傷者が生じうる火災爆発事象の発生頻度は 10-5/年以下し

なければならない。 

• 上記影響結果を導きうる起因事象 Xの発生頻度は 10-1/年である。 

• SIF-Yとは独立したバリア Aは、10-2/デマンド（起動要求を受けた際、100回に１回

失敗する）の故障率である。 

答え 

SIFの作動失敗確率が 10-2/デマンド以下の安全設備を追加する必要がある。 

起因事象 Xの発生頻度、バリア Aと SIF-Yの作動失敗確率を掛け合わせたものが、クラ

イテリアとなうように計算すると、上記の値が得られる。 
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8.3 ライフサイクルを通じたプロセスセーフティマネジメント  

8.3.1 時系列でみるプロセスセーフティマネジメント 

全ライフサイクルにて、設備の健全性を確保することは、プロセスセーフティマネジメ

ントを成功に導く条件である。設計の早い段階から、プロセスセーフティを導入すること

で、より効率的に安全性を高めることができる。ハザードと人との距離をできる限り離す

ことは、安全性の向上に大きく寄与する。重大事故のポテンシャルを有する設備を人工密

集地の中心に作るのがあり得ないという感覚とも一致するだろう。プラントの配置でい

えば、オフィスなど常時人がいる建屋に対し、ハザードのレベルの小さいものから近くに

配置していくことも効果的である。風向に関するデータをもとに、大量の可燃性物質を有

する設備の風下（最も頻度が高い方角）に、フレアなどの着火源を設置しないことも有効

である。リスクの高い洋上のプラットフォームであれば、操業中に人が常駐・アクセスす

る必要性を最小限に設計にすることも有効だろう。これらの例は、本質安全(Inherent 

Safety)と呼ばれるものである。安全設計の上で重要な概念である本質安全と機能安全を

分かりやすく説明した記事[38]の抜粋を以下に示す。 

＜本質安全＞ 

・機械が人間や環境に危害を及ぼす原因そのものを低減、あるいは除去する 

 →鉄道を例にすると、線路と道路の交差部を立体交差にすれば、踏み切り上で事故に遭遇

する可能性はない。 

＜機能安全＞ 

・機能的な工夫（安全を確保する機能）を導入して、許容できるレベルの安全を確保するこ

と 

 →鉄道を例にすると、踏み切りの警報機や遮断機の設置（これらが設置されていても絶対

的に安全とはいえないが、許容できるレベルの安全は確保している） 

 

本質安全は、設計の早い段階で考慮すべきである。本質安全を初期に組み込んでいない

設計では、後の設計で問題が発覚し、追加の安全設備の導入を強いられる可能性が高まる。

図 8-3-1に、バリア（リスク低減策）の種類に対する有効性を示す。本図の上にあるバリ

アほど効果が高い。本質安全は「除去」、「代替」、「隔離/分離」、機能安全は「工学的な防

護措置」に主として含まれる。「組織的な対策」、「手順による対策」、「個人の保護具」な

どのバリアは、主に操業段階で実施するものだが、その上の 4つのバリア（除去、代替、

隔離/分離、工学的な防護措置）と比較すると効果は小さい。有効性の高いバリアを設計

段階のできるだけ早期に組み込むことで、操業時の安全性は、より効率的に向上する。 
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図 8-3-1 バリア（リスク低減策）の有効性 

 

図 8-3-2に、石油ガス産業界における典型的な操業のライフサイクルと、そこでの設備

の健全性に関する概念図を示す。一般的には、操業開始に至るまでの設計・建設・試運転

をプロジェクトと呼ぶ。プロジェクトは一般的に Assess、Select、Define、Executeの段

階で構成され、プロジェクトにおける試運転完了後、プラントをスタートアップし、操業

に移る。 

Assess の段階では、プロジェクトの実現可能性を検討したり、実行可能な機会

（opportunity）を特定したり、戦略を練ったりする。この段階では、フォーマルな設備

の健全性管理に関する要求はないことが一般的である。 

Selectの段階では、概念設計を行う。以下にこの段階での設備の健全性に関する実施項

目の例を示す。 

 戦略、計画、ルールなどの作成 

 類似のプロジェクトにおける良好事例や教訓の整理 

 既存設備やマネジメントシステムとの整合性の確認 

 規制要求の確認 

 設備の健全性確保において重要な要素（安全評価など）に関わる請負業者

（design contractor and additional sub-contractors）の能力要件の明確化 

（例：入札案内（Invitation to Tender（ITT））において、プロセスセーフテ

ィ上の要求が満たされているか確認） 

 暫定的なリスク評価（Preliminary Risk Assessment Studies）と重大事故の

特定 

Defineの段階では、FEEDを実施する。FEEDとは Front End Engineering Design

手順による対策

個人の保護具

除去（ハザードの除去）

代替（影響の小さいプロセス又は方法を用いる）

隔離/分離（ハザードを物理的に分離・隔離、または遠ざける）

工学的な防護措置

組織的な対策 （管理システムのプロセスなど）

最も効果が低い

最も効果が高い
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の略で、基本設計のことを意味し、一般的には、設計を通して技術的課題や概略費用な

どを検討する。本段階にて、一連の安全評価を行い、SCE を特定し、暫定的な性能基

準を定める。この性能基準は、次の段階における設計上の安全上の要求となる。 

Execute の段階では、詳細設計、調達、建設、試運転を行う。Engineering, 

Procurement and Construction（EPC）コントラクターが一括してこの業務を引き受

ける場合がある。詳細設計において、SCE と性能基準を完成させ、詳細設計、調達上

の仕様が安全上の要求を遵守していることを確認する。建設や試運転時、細分化したシ

ステムおよびシステム全体に対し、点検・試験を行い、記録を残すことを要求する。こ

れらの確認項目に、SCE の性能基準が網羅されていることも重要である。セーフティ

ケースを必須項目としている場合は、Execute の段階にて、設計セーフティケース

(Design Safety Case)の作成も完了させる。品質は、プロジェクト（特に調達・建設）

で組み込むべき重要な安全性である。SCE に関わる全てのコントラクターが、各々の

品質管理が事業者のプロセスセーフティマネジメントの必要条件となっていることを

理解すべきである。 

一連のライフサイクルにおける設備の健全性管理は、設計の健全性、技術の健全性、操

業の健全性という概念に分けることができえる。 

設計の健全性（Design Integrity）は、最初に設備が図書として具現化する際に以下の

点を確認するものである。 

 設備に対する安全上の要求が明確になっていること 

 その安全上の要求が、規制、業界、企業の規格・基準に適合していること 

この健全性には本質安全（inherently safe）の考慮、安全・環境上の目標の構築と（そ

の）コミュニケーション、SCEと性能基準の特定なども含まれる。 

技術の健全性（Technical Integrity）は、設計が物理的なものとして具現化する際に以

下の点を確認するものである。 

 設備に対する仕様（要求）が正確に理解されていること 

 基本設計で意図（要求）したとおりに、詳細設計、調達、建設、試運転が行わ

れること 

技術の健全性確保には、以下の点が必要となる。 

 品質管理と能力管理 

 ‘as-built’ design（建設された設備に合わせて更新された図面）、試運転の記録、

安全に運転できるパラメータの範囲などの図書の整備 

 故障モードの特定とそれを検知・防止するための保全方法の整備 

操業の健全性（Operational integrity）は、設計・技術の健全性により構築された安全

性を維持するために、以下の点を確認するものである。 

 規律のある（手順書を守った）設備の運用 

 設備の劣化の発見と改善 
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 厳格な変更の管理 

プロセスセーフティマネジメントが適切に実施されていることを確認するレビューを

各プロジェクトの段階および操業中の一定間隔で行うことが有効である。これは、マネジ

メントシステムの APDCA サイクルを回すことにもつながる。また、プロジェクトにお

いては、次の段階に進むための条件(gate)として設定することもできる。保証レビュー

(Assurance Review)とよばれる厳しいレビューでは、プロジェクト・操業から独立した専

門家がレビューを行う。保証レビューのスケジュールの例を表 8-3-1に示す。 

 

 

図 8-3-2 ライフサイクルを通じた設備の健全性 

 

表 8-3-1 保証レビューのスケジュール例 

レビュー 時期 

保証レビュー #1 Select (概念設計/Pre-FEED) 段階 

保証レビュー #2 Define (基本設計/FEED) 段階 

保証レビュー #3 詳細設計段階 

保証レビュー #4 建設段階 

保証レビュー #5 プレコミッショニング（建設完了後の試運転前）終了時 

保証レビュー #6 スタートアップ前 

保証レビュー #7 操業期間中 (2年毎)  

 

  

ライフサイクルを通じた設備の健全性

FEED: Front End Engineering Design 

設計の健全性

技術の健全性

操業の健全性
詳細設計 建設 試運転

リスクがALARPとなるよう設計・建設 リスクがALARPとなるよう安全設備を管理

概念設計
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8.3.2 項目毎にみるプロセスセーフティマネジメント 

「8.1.8プロセスセーフティマネジメントの要素」にて説明した Energy Institute[17]が

提唱する 20の要素に沿って、ライフサイクルを通じて行うプロセスセーフティマネジ

メントについて説明する。 

 

要素 1: リーダーシップ、意思表明と責任 

プロセスセーフティマネジメントの成功には、目に見えるリーダーシップが必要不可欠

である。各組織のリーダーは、プロセスセーフティの基本方針を定め、見通しを示し、プ

ロセスセーフティのパフォーマンス目標を設定するとともに、この達成に向けた組織体

制を構築し、経営資源を提供する必要がある。プロセスセーフティに関連する設計、評価、

活動（操業、保全など）は多岐に渡るが、各場面での意思決定の積み重ねが安全性のレベ

ルに影響を与える。リーダーが、プロセスセーフティを重要視する姿勢を目に見える形で

示し、目標を掲げることは、一つ一つの意思決定に大きな影響を与え、プロセスセーフテ

ィマネジメントのレベルを高めることになる。 

米国における 2010年 の Deepwater Horizonの事故では、爆発が起きた当日に、7年間

休業災害が出なかったことを祝うセレモニーが行われていた [1]。要素 19でも述べるが、

プロセスセーフティと労働安全の健全性の度合いを測る指標は異なる。プロセスセーフ

ティの健全性を確認する方法を確立し、リーダーがその健全性の状況に応じて適切なメ

ッセージを従業員に送ることは重要である。 

 

要素 2：法的要求事項及び業界標準の特定と遵守 

法令遵守は、操業にとって必要条件である。適用法規をリストアップし、それらに常に遵

守していることを確認する必要がある。業界標準については、要素 11を参照のこと。 

 

要素 3：従業員の採用、配置及び能力、健康状態の確認 

操業の管理状況は従業員の能力によって大きく影響される。既存の従業員及び新規採用

する従業員が必要な能力を持ち、業務適性があることを確実にすることは安全操業に必

要不可欠である。体系的な方法で、従業員に必要な能力を特定し、訓練及び教育を提供す

る必要がある。 

 

要素 4：現場作業員の参加 

高水準のプロセスセーフティの成果を得るには、事業に係る全員が一丸となってプロセ

スセーフティマネジメントに取り組む必要がある。プロセスセーフティの推進及び啓発

運動を行うことで、従業員及び請負業者のプロセスセーフティ上の問題への意識向上を

図ることができる。全従業員でプロセスセーフティ上の危険要因の特定と管理に積極的

に協力することは、プロセスセーフティマネジメントのレベルを高めることになる。 
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要素 5：利害関係者とのコミュニケーション 

利害関係者との良好な関係の構築及び維持は、操業継続のために重要である。大規模なハ

ザードを保有する場合、リスクが ALARPな状態であること、継続的な改善、緊急事態の

備えなどを利害関係者とコミュニケーションをとり、良好な関係を築くことが望ましい。 

 

要素 6：危険要因の特定とリスクアセスメント 

体系的なリスク評価を行うことによって、事業のリスクを特定し、評価し、適切に管理す

ることはプロセスセーフティマネジメントの根幹となる。セーフティケースを作成する

場合、本要素にとって主要なものとなる。 

 

要素 7：文書・記録・知識の管理 

プロセスセーフティのリスクを特定し、評価し、管理するためには、正確な記録と情報が

不可欠である。プロセスセーフティマネジメントに必要な情報を特定し、操業に携わる全

ての人が常に最新の情報にアクセスできるようにする必要がある。例えば、古い情報にア

クセスすることによって、あるものを無い、無いものをあるという前提で、リスク評価を

行うと異なる結果になってしまう可能性がある。 

 

要素 8：操業マニュアル及び管理手順書 

プロセスセーフティ上、各操業パラメータ（圧力、温度など）を既定範囲内で操業するこ

とは重要である。安全操業に必要なマニュアル及び手順書を策定し、これらが利用可能な

状態で、正確で最新の状態にあり、内容が理解された上で使用されていることを確実にす

る必要がある。手順書において、重大事故に関する注意（情報）をハイライトすることが

良好事例となっている。 

 

要素 9：プロセス及び操業状態の監視と引継ぎ 

プロセス及び操業状態を監視すること、また作業グループ間での作業引継ぎを正しく行

うことは、継続的な安全操業には不可欠である。プロセス及び操業状態の監視と作業引

き継ぎにおける必要事項を定め、周知し、実行する必要がある。 

英国での 1988年の Piper Alphaの事故は、オぺレーターのシフト間での引継ぎが不十

分であったことが要因の一つである。この事故では、ポンプ 2台中 1台の点検のために

安全弁を外していた。しかし、運転していたポンプが止まってしまった際に、点検中で

隔離が不十分なポンプを動かしてしまい、油が漏洩、火災爆発が起きた。 

 

アラームマネジメント (要素 9の関連トピック) 

中央制御室のアラームの発報が日々頻発していたり、一度発報したアラームが解除さ
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れずに長期間放置されたりしていると、重要なアラームへのオペレータの反応やプラ

ントの異常に気付くのが遅れる可能性がある。アラームが誤発報している場合は、原因

を除去すればよいのだが、場合によっては、その原因の除去が困難な場合がある。しか

し、この場合、不容易にアラームの設定値を非安全側にずらしてはならない。アラーム

の発報数は減るかもしれないが、いざアラームがなった際、対応時間が短くなるので、

対応に失敗する確率が上がる。そのため、慎重なリスク評価が必要になる。アラームの

設計根拠が明確になっていれば、このリスク評価も容易になる。そのため、アラームに

関しては、全てのライフサイクルに対しアラームマネジメントを適用することが好ま

しい。アラームマネジメントについて詳しく知りたい場合は、IEC 62682 Management 

of alarms systems[34]を参照するとよい。 

1998 年の Longford の事故（オーストラリア、天然ガス生産設備、死者 2 名）では、

日常的に中央制御室内の多くのアラームがアクティブな状態であったことが確認され

ており、アラームに対するオペレータの感度が低下していたとも言われている[35]。 

 

要素 10：操業上のインターフェース管理 

操業を行う上で、他の組織の支援、および他の組織とのコミュニケーションは必須となる。

SCE に関連する設備・サービス（保守点検など）を提供する他社、プロセスセーフティ

事象に繋がりうる活動（例：地中のパイプライン近くでの掘開作業）を行う他社、緊急時

のシナリオに出てくる他の組織（例：消防署）などのプロセスセーフティに関係してくる

外部組織とのインターフェースを管理することは、プロセスセーフティマネジメントで

見落としてはならない点である。外部組織を直接コントロールすることはできないが、重

要度に応じて、関与するレベルを上げることで、不確実さを低減することができる。体系

的に第三者とのインターフェースを特定し、リスクを評価し、インターフェースを適切に

管理することが重要である。 

 

要素 11：業界標準及び業界慣行 

業界標準を一つのベンチマークすることで、ある一定の安全性を確保することができる。

技術は日々進歩しており、より安全性の高い設備が、時代の経過とともに、コストダウン

し、広く業界で採用されるようになることもある。業界標準を特定し、他社で採用してい

る良好事例を積極的に採用することは、プロセスセーフティマネジメントのレベルを高

めることになる。 

ロイヤル・ダッチ・シェル（Royal Dutch Shell plc）などの世界各国で石油ガスを生産し

ている企業では、国際的な技術標準(Global Technical Standard)を作成し、各国で実施し

ているプロジェクトに対し、設計から操業に対し、企業としての要求をまとめている場合

もある。 

（出典）https://www.shell.com/sustainability/safety/process-safety.html 
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要素 12：変更管理及びプロジェクト管理 

いかなる種類の変更も、適切に管理されていなければ、プロセスセーフティのリスクを著

しく増加させることがある。発案者の意図しないところに、リスクを上げる可能性が潜ん

でいることがある。変更前後のリスク評価、承認プロセス、変更後の情報（図書）の更新

が確実に実行されるよう変更管理というシステムを構築する必要がある。Flixboroughの

事故（1974年、英国、死者 28名）では、故障した容器を一次的にバイパスする配管から

漏洩がおきており、不適切な変更管理が原因で起きた例である[37]。 

 

要素 13：操業準備及びプロセスの運転開始 

新規又は改造したプラントや装置の試運転、立ち上げはリスクが高い作業である。これら

の設備の立ち上げ前又は平常運転への復旧前に、作業員がプラント及び装置を安全な状

態に準備していることを検証する体系的方法を導入することで、プロセスセーフティの

リスクを低減することができる。 

 

スタートアップ前の安全レビュー (要素 13に関連するトピック) 

システムのスタートアップ、もしくはシステムに炭化水素を初めて入れる際、安全確認

が不十分だと、重大事故が起きうる。海外の石油ガス産業界では、スタートアップ前の

安全確認を Pre Startup Safety Review（PSSR）、Gas in Readiness Review、

Verification of Readinessなど様々な呼び方と仕組みで管理している。より厳しいレビ

ューを行う際は、第三者によるレビューとする場合もある。 

確認項目は、安全設備の状況（試運転が適切に行われたか、バイパスされていないか）

をはじめ、組織（設備運転・保守に対する教育が十分行われたか）、緊急時対応策、（プ

ロジェクトにて発覚した問題に対する）アクション管理、避難経路（建設・試運転後の

仮設設備撤去・清掃状況）、品質保証記録、完成図書（建設されたものに図面が更新さ

れているか）、変更管理の記録、スタートアップの要領書など多岐に渡る。また、大規

模な石油ガス設備のスタートアップにおいては、ハザードからある一定のエリアを操

業が安定するまで、立ち入り禁止（Exclusion zone）とする場合もある。 

2005年 BP Texas City（米国、製油所、死者 15名）が代表的なスタートアップにおけ

る事故である。この事故調査報告書によると[36]、BP はこの事故の 2 年前から PSSR

を全社的に適用していたが、本プラントにおけるプロセスセーフティ担当者は、この全

社的な対策を把握しおらず、PSSR を実施していなかった。PSSR を実施していれば、

安全設備の健全性が確認されていただろうと言われている。 

 

要素 14：緊急事態への準備 

組織が緊急事態に適切な対応を行う備えをしていれば、事故の被害を著しく削減するこ
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とができる。事故発生時に公衆、従業員、請負業者の作業員、環境、プラント及び装置類、

企業の世評を守るために必要な対処法を事前に準備する必要がある。 

 

緊急事対応（要素 14に関連するトピック） 

重大事故による影響は、緊急時に対する備えができていれば、大幅に低減できる。洋上

設備の重大事故においては、緊急時の備えが不十分なことにより、施設からの退避に失

敗してしまうことは典型的な例である。重大事故を含め想定される緊急事態に対する

対応計画を事前に定めておくことが重要である。この計画書には、緊急時対応時の組織

体制、各人の役割と責任、組織内外との連絡体制、人員の動員と機器の運搬方法、広報、

復旧作業などをはじめ、事故シナリオ上のあらゆる要素を記載すべきである。 

緊急時対応能力を高めるため、緊急時対応訓練を実施することは必須の条件である。緊

急時対応訓練及び事故からの教訓を基に、緊急時対応計画の問題点及び改善すべき点

を定期的に見直して、最新の計画書を維持すべきである。緊急時対応に必要な機器類、

人が常に準備されていることも重要である。緊急時使用する設備の定期点検や常用で

の使用禁止、また常に要員を招集できるよう当番をきめておくことも有効である。油流

出時の対応など、事業会社だけでは対応困難なものについては、事前に第三者及び社外

緊急時対応機関との相互支援策を策定、同意しておくことも有効である。 

世界標準として知られているインシデントコマンドシステム（Incident Command 

System（ICS））を導入すれば、緊急時対応の備えを体系的なものとすることができる。

詳しく知りたい場合、「IPIECA/IOGP 、Incident Management System for the Oil and 

Gas Industry」[41]を参照するとよい。また、大きい組織では、緊急事態をレベル分け

し、各レベルに応じた責任者を決めておくことで、事象の規模に応じた適切な対応が可

能となる。 

 

要素 15：検査及び保守整備 

プラント及び装置類の健全性を維持することは、プロセスセーフティに必要不可欠であ

る。プラント又は装置類の不具合による重大事故発生を抑えるために必要な検査及び保

守整備に関する要求事項を特定し、確実に実行する必要がある。 

 

要素 16：安全上重要な装置（SCE）の管理 

プロセスセーフティの必須要件の一つに、安全上重要な装置類が正しく機能することが

ある。プロセスセーフティ上重要な装置類を SCEとして特定し、適切に管理することで、

それらが正しく機能することを確実にする必要がある。 

多くの重大事故で、SCEの健全性に関して問題が指摘されている。代表的な事故は、2005

年 Buncefield（英国、石油貯蔵設備、大規模な設備の損壊）や 2005年 BP Texas City（米

国、製油所、死者 15名）における液位計に関する設備の不具合である。 
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SCE（Safety Critical Element）マネジメント (要素 16に関連するトピック) 

前節にて、プロジェクトの流れを説明する中で SCEと性能基準の作成にも触れた。プ

ロジェクトで定められた SCEは操業に引き継がれる。操業中、SCEの健全性を維持す

るために、以下の作業を行う。 

• SCE に対し操業用の性能基準を作成する。性能基準内の各要求に対しては、

その確認方法（点検や試験）とクライテリア（適合の判断基準）を定める。 

• 要求事項どおりに健全性を維持するための計画を立てる。 

• 各点検・試験項目に対する作業要領書を作成する。 

• 点検・試験の結果、SCEが性能基準を満たさない場合、原因追及と修繕、SCE

の欠如により増加したリスクに対する暫定的なリスク低減策についても検討

する。 

 

機能安全マネジメント（Functional Safety Management）(要素 6の関連) 

機能安全を有する計装システムの機能を、Safety Instrumented Function（SIF)と呼

ぶ。SIFは対象物の状態を監視しセンサー・スイッチなどにより異常を検知し（Detect）、

検知した情報を論理回路で処理し、安全上の措置を実行するための信号を出し

（Decide）、弁の開閉や機器の停止などを行いプロセスの安全を確保する（Do）。プラ

ントの設計においては、SIF の集合体は Safety Instrumented System（SIS）とよば

れ、通常運転を制御する Basic Process Control System（BPCS）とは独立しているこ

とが望ましい。 

一般的に、アラームに頼った、オペレータの対応は、人に頼っているため、信頼性とい

う観点では限界がある。そのため、ハザードのエネルギーや毒性が高く、求められるリ

スククライテリアが高くなるほど、高信頼度の SIFが多く必要となる。 

ハザードと影響を特定し、その影響に対し要求されるリスククライテリア（影響に対す

る発生頻度の要求値）を満たすように SIF の信頼性を高めるという観点でプロセスセ

ーフティの根幹に関わる。機能安全の設計・管理は、計装制御の専門家にしかできない

ような深い世界があり、機能安全マネジメントを用いた本格的な管理が理想である。こ

のマネジメントシステムは大きく、イメージとしては、プロセスセーフティマネジメン

トと円が重なりあっているように捉えるのがよいかもしれない。 

SIFの信頼性は、SIL （Safety Integrity Level）という形で 4段階に分類される。SIL

を決める手法は複数あるが、「8.2.4 様々なリスク評価の手法」にて説明したように

LOPA（Layer of Protection Analysis）を用いるのが主流となっている。SILを定めた

後、SIFに対する安全上の要求（Safety Requirements Specifications）をまとめ、設

計、据え付け、試運転をプロジェクト内で行う。操業中においても、SIFが要求されて

いる信頼性を維持し続けるため、保全作業をはじめ、多くの実施事項がある。 
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より詳しく知りたい場合は、以下の図書を参考のこと。 

IEC 61508 Functional safety of electrical/electronic/programmable electronic 

safety-related systems （全産業）[39] 

IEC 61511 Functional safety – Safety instrumented systems for the process 

industry（プロセス）[40] 

なお、プロセスセーフティの影響を考慮して SIL が与えられた SIF は SCE であるた

め、機能安全マネジメントも SCEマネジメントに含まれるが、あえて特別に説明した。 

 

要素 17：作業管理、作業許可及び作業リスクの管理 

保守点検やプロジェクト作業の実行は、適切に管理されていなければ、プロセスセーフテ

ィのリスクを著しく増可させることがある。作業によって生じるリスクを低減するため、

効果的な作業管理、作業許可、作業リスク管理を行う必要がある。 

 

要素 18：請負業者、供給業者（ベンダー）の選定及び管理 

要素 10でも述べたように、他社の支援は操業に必須である。中でも重大事故、SCEに関

連する請負業者、ベンダーには、特段の注意が必要である。これらの第三者に対するプロ

セスセーフティの要件を明確にするとともに、第三者選定評価への反映、必要に応じた訓

練・教育の提供、意見交換、日常的なパフォーマンスの監視とフィードバックなどが必要

となる。 

 

要素 19：事故報告及び調査 

プロセスセーフティのパフォーマンス改善で重要なのは、事故やニアミスから学び、再発

防止のための措置を講じることである。事故報告と調査も HSEマネジメントシステムの

一部である。労働安全と同様に、プロセスセーフティ関連の事象も、そのポテンシャルに

応じた原因調査方法を適用することが好ましい。 

 

プロセスセーフティ KPI (要素 19に関連するトピック)  

「ハインリッヒの法則」に従い、報告された事故は、レベル分けして重要指標（Key 

Performance Indicator（KPI）)として収集する。「ハインリッヒの法則」とは、事故の

発生についての経験則である。1件の大きな事故の背後には、大きな事故に至らなかっ

た 29 件の軽微な事故が隠れており、さらにその背後には事故寸前だった 300 件の異

常、いわゆるヒヤリハット（ヒヤリとしたりハッとしたりする危険な状態）が隠れてい

るというもの。ここで注意しなければいけないことは、労働安全の KPI とプロセスセ

ーフティの KPI は別のものだということである。軽微な怪我の発生が十分に抑制され

ている場合、労働安全上の上位の事象である死亡事故がおきるリスクも低い状態に抑

えられていると考えてよい。しかし、これは重大事故のリスクが低い状態に抑えられて
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いることとは相関が乏しい。プロセスセーフティおよび労働安全事故の KPI を四段階

で分類した例を図 8-3-3に示す。プロセスセーフティマネジメントの状況を確認するた

めに、KPIのデータを確認する定期的（毎月など）な会議を行うことも有効である。 

プロセスセーフティ KPIについて、より詳しく知りたい場合は API RP754 [42]を参照

のこと。 

 

 
左：プロセスセーフティ[42]、右：労働安全 

図 8-3-3 プロセスセーフティおよび労働安全事故の分類 

 

要素 20：監査、健全性確認、マネジメントによるレビュー及び是正措置 

プロセスセーフティマネジメントの要求を遵守していることを定期的に確認及び監査する

ことで、プロセスセーフティのパフォーマンスが目的に合ったものであることを確実にす

る。これは、プロセスセーフティマネジメントの APDCAサイクルを回す上で必須である。

監査で特定された問題には、必要な是正措置を特定し、優先順位を設定して、完了までの工

程及び記録を残す必要もある。組織とは独立し、利害関係のない者による外部監査は、問題

のより本質的な部分に踏み込むことを容易とするため、有効である。 
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8.4 プロセスセーフティマネジメントの規制（洋上）・標準 

表 8-4-1、表 8-4-2および表 8-4-3に各国の洋上の石油ガス設備へのプロセスセーフ

ティに関する規制を比較した結果を示す。 

英国やオーストラリアでは、セーフティケースを主軸に重大事故に関するリスクが

ALARPであることを示すことが要求される Goal Setting Approach である。これらの国

では、SCEに対する性能基準を定め、その健全性を確保することも要求される。EUでは、

2013年に定められた European Offshore Directive (DIRECTIVE, 2013/30/EU)[43]にて、

Goal Setting Approach、ALARP、SCE管理を要求する英国モデルが要求されている。EU

各国は、2018年までに、この要求に対応することが求められている。 

米国では、化学産業を中心に適用されている、プロセスセーフティマネジメントの

OSHA PSM、Environmental Protection Agency (EPA)の Risk Management Program 

(RMP)が一般的に広く知られている。一方、洋上(連邦の海域)の石油ガス設備では、2010

年の Deepwater Horizon の事故をきっかけに、2011 年に設立された Bureau of Safety 

and Environmental Enforcement (BSEE)が管轄する Safety and Environmental 

Management System (SEMS)が要求されている。SEMS は、安全・環境に関する情報、

ハザード分析、変更管理、運転手順書、安全作業基準、トレーニング、機械の健全性、ス

タートアップ前のレビュー、緊急時対応と制御、事故調査、監査、記録と追加の BSEE要

求、作業をストップする権限（Stop Work Authority）、 Ultimate Work Authority （要

求事項を把握・管理する人の任命）、 従業員の参加、不安全な作業場の報告を要素とし、

OSHA PSMと類似している。 

企業におけるプロセスセーフティマネジメントは千差万別であるが、上記で述べた国

際的な潮流は、多くの石油ガス産業界の多国籍企業に影響を及ぼしている。企業によっ

ては、図 8-4-1のように、Energy Instituteの 20要素、セーフティケースおよび

HSEMSを組み合わせてプロセスセーフティマネジメントとしている場合もある。 

 

 

図 8-4-1 プロセスセーフティマネジメントの例 [4] 
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表 8-4-1 洋上の石油ガス設備へのプロセスセーフティに関する各国規制の比較（1/3） 
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表 8-4-2 洋上の石油ガス設備へのプロセスセーフティに関する各国規制の比較（2/3） 
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表 8-4-3 洋上の石油ガス設備へのプロセスセーフティに関する各国規制の比較（3/3） 
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8.5 まとめ 

プロセスセーフティは、複数人の死傷者が発生しうるような大規模な事故の発生防止・発

生時の影響緩和を目的としている。洋上施設におけるプロセスセーフティの対象は、陸上の

石油ガス設備、化学プラントなどで扱われる火災、爆発などに加え、構造健全性の喪失（沈

没）など洋上特有の事象もある。 

本章では、プロセスセーフティの概要を説明した。リスク、マネジメントシステム、HSE

というプロセスセーフティの土台となる項目の説明から始まり、プロセスセーフティマネ

ジメントとセーフティケースという二つの重要項目を解説した。この二項目は、海外におい

て、規制要求や企業の自主規制（統治）として、広く用いられている。本章の最終節にて、

各国におけるプロセスセーフティの規制についても解説した。個別の項目（安全評価、安全

設計、操業上の管理手法など）に関する詳細説明は対象外とし、一部項目出しと簡単な説明

を述べることにしている。 
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